
能美市財政事情の作成及び公表に関する条例に基づき、平成23年10月1日から平成24年3月31日までの財政事情を公表します。 人口 49,678人

なお、予算現額・収入済額・支出済額には、平成22年度から平成23年度へ繰り越した繰越明許費が含まております。 世帯 16,954世帯

（表示単位未満は 四捨五入していますので、値が合計等と異なる場合があります。） 面積 83.85k㎡

報告数値は、平成24年3月31日時点の状況であるため、実際の決算とは異なります。

これは、平成23年度に属する予算の未収未払の整理を行う出納整理期間（平成24年4月1日～5月31日）に執行された数値が確定しないためです。

＜歳入予算の収入状況＞ （単位：千円、％） 市税の負担状況

予算現額 収入済額 収入率 1人当たり １世帯当たり

1 市税 7,429,238 7,372,029 99.2 1 市税 149,548円 438,200円

うち個人市民税 2,244,356 2,221,505 99.0 うち個人市民税 45,178円 132,379円

うち固定資産税 3,515,416 3,617,555 102.9 うち固定資産税 70,764円 207,350円

2 地方譲与税 229,646 229,646 100.0 ＊予算現額を人口で割ったもので記載しています。

3 利子割交付金 24,889 24,889 100.0

4 配当割交付金 10,484 10,484 100.0 市民1人当たりの歳出額

5 株式等譲渡所得割交付金 3,080 3,080 100.0 1人当たり

6 地方消費税交付金 463,297 463,297 100.0 1 議会費 4,734円

7 ゴルフ場利用税交付金 37,210 37,210 100.0 2 総務費 55,330円

8 自動車取得税交付金 56,883 56,883 100.0 3 民生費 143,698円

9 地方特例交付金 86,359 86,359 100.0 4 衛生費 31,859円

10 地方交付税 5,417,080 5,417,080 100.0 5 労働費 1,246円

11 交通安全対策特別交付金 6,425 6,425 100.0 6 農林水産業費 9,475円

12 分担金及び負担金 694,103 670,530 96.6 7 商工費 25,078円

13 使用料及び手数料 325,605 292,756 89.9 8 土木費 78,761円

14 国庫支出金 3,215,579 2,512,055 78.1 9 消防費 7,303円

15 県支出金 1,241,978 690,677 55.6 10 教育費 45,041円

16 財産収入 61,672 75,964 123.2 11 災害復旧費 10円

17 寄附金 47,417 49,461 104.3 12 公債費 69,395円

18 繰入金 821,547 543,462 66.2 13 諸支出金 14,877円

19 繰越金 340,010 340,010 100.0 14 予備費 88円

20 諸収入 699,887 538,718 77.0 歳出合計 486,893円

21 市債 2,975,500 1,314,300 44.2 ＊予算現額を人口で割ったもので記載しています。

歳入合計 24,187,889 20,735,315 85.7

■財産の状況

＜歳出予算の支出状況＞ （単位：千円、％）

予算現額 支出済額 支出率 22年度末 24年3月末

1 議会費 235,165 231,763 98.6 現在高 増 減 現在高

2 総務費 2,748,660 1,890,916 68.8 建物 238,039㎡ 699㎡ 65㎡ 238,674㎡

3 民生費 7,138,647 6,602,539 92.5 土地 1,870,814.00㎡ 468,410㎡ 3,409㎡ 2,335,815㎡

4 衛生費 1,582,686 1,501,407 94.9 有価証券 151,927千円 0千円 391千円 151,537千円

5 労働費 61,909 58,360 94.3 出資による権利 1,392,029千円 0千円 3,000千円 1,389,029千円

6 農林水産業費 470,676 337,840 71.8 基金 7,642,448千円 657,770千円 542,950千円 7,757,268千円

7 商工費 1,245,808 526,145 42.2 ＊道路・橋・河川・を除いて記載しています。

8 土木費 3,912,685 2,527,794 64.6

9 消防費 362,813 338,965 93.4

10 教育費 2,237,530 1,730,848 77.4 ■市債の状況

11 災害復旧費 500 0 0.0 （単位：千円）

12 公債費 3,447,403 3,027,574 87.8 22年度末 24年3月末

13 諸支出金 739,057 728,920 98.6 現在高 起債額 償還額 現在高

14 予備費 4,350 0 0.0 一般会計 27,706,942 1,289,400 2,658,836 26,337,506

歳出合計 24,187,889 19,503,071 80.6 国民健康保険 0 0 0 0

後期高齢者医療 0 0 0 0

介護保険（保険事業勘定） 124,466 90,000 4,466 210,000

 　〃 　（サービス事業勘定） 0 0 0 0

農業集落排水事業 500,737 0 38,920 461,817

（単位：千円、％） 温泉事業 0 0 0 0

予算現額 収入済額 収入率 支出済額 支出率 水道事業 6,091,310 99,000 248,752 5,941,558

国民健康保険 4,655,036 4,135,449 88.8 4,392,994 94.4 工業用水道事業 2,064,829 63,000 98,135 2,029,694

後期高齢者医療 425,000 407,186 95.8 396,474 93.3 公共下水道事業 20,743,981 411,100 1,014,889 20,140,192

介護保険（保険事業勘定） 3,480,910 3,265,827 93.8 3,164,447 90.9 病院事業 1,797,971 48,000 197,960 1,648,011

 　〃 　（サービス事業勘定） 10,500 10,897 103.8 9,602 91.4 計 59,030,236 2,000,500 4,261,958 56,768,778

農業集落排水事業 93,500 62,579 66.9 68,244 73.0

温泉事業 26,225 27,624 105.3 23,284 88.8

■一時借入金の状況

（単位：千円）

24年3月末

現在高

一般会計 1,500,000 0

（単位：千円、％） 国民健康保険 300,000 0

予算現額 収入・支出済額 収入・支出率 後期高齢者医療 35,000 0

収益的収入 753,000 783,688 104.1 介護保険（保険事業勘定） 300,000 0

　〃　支出 709,200 683,891 96.4  　〃 　（サービス事業勘定） 5,000 0

資本的収入 135,700 133,961 98.7 農業集落排水事業 40,000 0

　〃　支出 616,766 502,172 81.4 温泉事業 1,000 0

収益的収入 289,900 317,591 109.6 水道事業 - -

　〃　支出 274,300 253,521 92.4 工業用水道事業 311,000 170,000

資本的収入 431,000 63,000 14.6 公共下水道事業 1,000,000 0

　〃　支出 564,952 432,984 76.6 病院事業 200,000 0

収益的収入 1,483,206 1,505,543 101.5

　〃　支出 1,488,191 1,442,445 96.9

資本的収入 554,794 536,094 96.6

　〃　支出 1,090,606 1,078,932 98.9

収益的収入 2,419,500 2,519,312 104.1

　〃　支出 2,419,500 2,348,973 97.1

資本的収入 480,693 236,811 49.3

　〃　支出 600,718 342,619 57.0

収益的収入・支出　・・・ 1年間の通常業務にかかる事業の収入と支出

資本的収入・支出　・・・

23年4～24年3月中増減

区分

サービスの維持・拡大のための建設改良費や企業債収入など、収入支出の効
果が将来にわたるもの
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会計名

会計名

区分

区分

水　道
事　業

独立採算制を原則とする企業色の強い事業を行う場合に、地方公営企業法
の規定を設けて設置されている会計のことです。資本的収支において生じ
た資金不足については、内部留保資金で補てんしています。

公  共
下水道
事  業

病  院
事  業

■一般会計 福祉・教育・道路整備など地方公共団体が実施すべき基本的な事業を経理
する会計のことです。

■特別会計 特定の事業を行うための歳入歳出を一般会計と区別して処理するために、
条例に基づいて設置されている会計のことです。

■企業会計

工 業 用
水道事業

議会費, 

4,734円

総務費, 

55,330円

民生費, 

143,698円

衛生費, 

31,859円
労働費, 

1,246円

農林水産業

費, 9,475円

商工費, 

25,078円

土木費, 

78,761円

消防費, 

7,303円

教育費, 

45,041円

災害復旧費, 

10円

公債費, 

69,395円

諸支出金, 

14,877円
予備費, 88円


